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要旨 

 

 本市は現在も人口が増加し、高齢化率は全国と比較しても低水準であるが、今後高齢

者の増加や高齢化率の上昇に伴い、日常の買い物に支障をきたす高齢者が増加すること

が懸念される。 

 本調査研究においては、草津市における買物弱者の実態を把握するため、草津市の買

い物を取り巻く現在の状況を整理したうえで、65歳以上の要介護 1～5の認定を受けて

いない市民 2,000 人を対象に、三段階(性別・5歳区切りの年齢区分・学区)による無作

為抽出を行い、アンケート調査を実施した。調査に当たっては、回答者の包括的な食料

品アクセス状況、主観的幸福感、フレイル度を測るため、「包括的食料品アクセス指標」

「改訂版 PCG モラール・スケール(以下、「モラールスケール」という。)」「イレブンチ

ェック」を用いて調査票を作成した。 

 アンケート調査の結果、1,295 件(回答率 64.8%)の回答が得られた。今回の調査は、

今後の政策提案を見据え、買物弱者の実態を把握することを目的と位置付けており、分

析については日常生活圏域ごとに地域特性をみることを主旨とした。 

 結果として、食料品アクセスについては、駅を中心とした市街地を要する地域は「買

い物しやすい環境」が良好で困難度は低い傾向が見られた。いずれの地域においても食

料品アクセス指標とモラールスケールに正の相関、食料品アクセス指標とイレブンチェ

ックに負の相関、モラールスケールとイレブンチェックに負の相関もしくはその傾向が

示唆された。一部、特徴的な結果を示す地域も存在した。また、市民意識調査との比較

で、本調査と同傾向が見られた部分も確認できた。 

 本調査結果は、今後の地域特性に応じた買物支援施策の検討に資する基礎資料となる。

今回の調査研究は地域特性の分析に留まるが、引き続き、立命館大学との共同研究とし

て詳細な分析を実施し、政策提案につなげていく予定である。 
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はじめに 

 

2023(令和 5)年度に内閣府が行った「高齢社会対策総合調査(高齢者の住宅と生活環

境に関する調査）」では、「日常の買い物に不便を感じる」と回答した 65 歳以上の高齢

者は 23.9％にのぼった。本市においては、今なお京阪神のベッドタウンとして人口が

増加しているが、今後は高齢者人口の増加や高齢化率の上昇が想定され、買物弱者問題

はより身近な課題となることが考えられる。加えて、買物が困難になることは、単に栄

養が不足し健康状態が悪化することに留まらず、引きこもりがちになり社会的なつなが

りが低下するなど、間接的に他の問題を引き起こし、主観的幸福感を低下させることも

危惧される。 

本調査研究は、今後の地域特性に応じた買物支援施策を提案するための基礎調査とし

て、本市の高齢者における買物弱者の実態を明らかにする。なお、「買物」「買い物」の

表記については、引用する文献等の表記をそのまま使用する。 
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第 1章 買物弱者問題の概要 

 

１ 買物弱者の定義と類似概念 

 2008(平成 20)年、「買物難民」という用語を用い、日々の買物に困難を来す人々の出

現が示されたのは、『買物難民－もうひとつの高齢者問題』1においてである。この「買

物難民」という用語は、新聞、雑誌等のメディアで報じられることで、広く認知される

ようになった。 

2010(平成 22)年には、経済産業省が、流通機能や交通網の弱体化とともに、食料品等

の日常の買物が困難な状況に置かれている人々を「買物弱者」とし、600 万人程度存在

するとの推計を報告した(経済産業省 2010)。農林水産省では、高齢化や単身世帯の増

加、地元小売業の廃業、既存商店街の衰退等により、過疎地域のみならず都市部におい

ても、高齢者等を中心に食料品の購入や飲食に不便や苦労を感じる方を「買物困難者」

として、食品アクセス問題を社会的課題と捉えている。 

農林水産政策研究所では、地域メッシュ統計と店舗の所在地が分かる情報から、食料

品アクセス問題がどこでどの程度発生しているのか、地理的視点で把握しようとしてい

る(図 1-1)。店舗まで 500ｍ以上かつ自動車利用が困難な 65 歳以上の高齢者を「食料品

アクセス困難人口」と定め、2020(令和 2)年において全国で 904 万人存在すると推計し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

出所 農林水産政策研究所 

図 1-1 食料品アクセス困難人口の割合 

(2020(令和 2)年・市町村別) 

                                                      
1 杉田聡(2008)『買物難民－もうひとつの高齢者問題』大月書店。 
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「フードデザート」は、何らかの生活環境の悪化により、地域住民が健康的な食生活

を営むことが困難となった地域を指すが、国や地域によって性質が大きく異なる。日本

におけるフードデザートは、①社会的弱者(高齢者、低所得者など)が集住し、②買い物

利便性の悪化(買い物先の減少：食料品アクセスの低下)と、家族・地域コミュニティの

希薄化(相互扶助の減少：ソーシャルキャピタル2の低下)のいずれか、あるいは両方が

生じた地域とされる(公益財団法人長寿科学振興財団 2024)。食生活の悪化に伴う健康

被害を、空間的要因と社会的要因から捉えるものであるといえる。 

以上のように、買物弱者問題は様々な視点から捉えられ定義づけされている(表 1-1)

が、法的な定義や一般的合意が存在するわけではない。「買物難民」は広く周知された

用語であるものの、UNHCR3によると「難民」の定義は、「人種、宗教、国籍、政治的意見

または特定の社会集団に属するという理由で、自国にいると迫害を受けるおそれがある

ため他国に逃れ、国際的保護を必要とする人々」とされるため、本調査研究においては、

経済産業省による「買物弱者」の呼称を用いて買物弱者問題を概観し、第 3章で包括的

食料品アクセス評価指標4により本市における食料品アクセス状況を包括的にアセスメ

ントすることを試みる。 

 

表 1-1 用語比較 

出所 草津未来研究所作成 

 

 

 

                                                      
2 人々の協調行動を活発にすることによって社会の効率性を高めることのできる、「信頼」「規範」「ネット

ワーク」といった社会組織の特徴(パットナム(1993)『Making Democracy Work』)。 
3 国連難民高等弁務官事務所(United Nations High Commissioner for Refugees)の略称。難民や国内避難

民、無国籍者などを支援する国際機関で、1950(昭和 25)年に設立され、国連の一部門として活動している。 
4 飯坂真司ほか(2021)『厚生の指標』第 68 巻第 3号。 

用語 買物弱者 買物困難者 食料品アクセス困難人口 フードデザート

定義 流通機能や交通網の弱体化

とともに、食料品等の日常

が買物が困難な状況に置か

れている人々

高齢者等を中心に食料品の

購入や飲食に不便や苦労を

感じる方

店舗まで500ｍ以上かつ自

動車利用が困難な65歳以上

の高齢者

①社会的弱者が集積し、②

買い物利便性の悪化と、家

族・地域コミュニティの希

薄化のいずれかあるいは両

方が生じた地域

主体 経済産業省 農林水産省 農林水産政策研究所 岩間信之
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２ 買物弱者問題の背景要因と発生機序 

全国 1,741 市町村5を対象にしたアンケート調査6によると、都市規模に関わらず、食

品の買物が不便・困難な住民に対し何らかの対策が必要だとする背景として、「住民の

高齢化」が最も多く挙げられている。 

社人研7によると、第二次ベビーブーム期に誕生した「団塊ジュニア世代」が 65 歳以

上になる 2040(令和 22)年には、高齢化率は 34.8％に、2070(令和 52)年には 38.7％に

到達すると推計される。 

高齢者の中でも高齢世帯や高齢者の単独世帯は、家族からのサポートが得られず、買

物に困難を抱える可能性が高いと考えられる。特に高齢者の単独世帯は男女ともに年々

増加傾向にあり、2020(令和 2)年の国勢調査では、人口に占める割合が男性 15.0％、女

性 22.1％となり、65 歳以上の男性の 7 人に 1 人、女性の 5 人に 1 人が一人暮らしであ

る(図 1-2）。高齢化の進行、一人暮らしの高齢者の増加に伴い、今後、買物弱者問題が

全国的に深刻化することが危惧される。 

 

出所 国勢調査 

図 1-2 65 歳以上単独世帯の推移 

 

                                                      
5 東京都特別区を含む。 
6 農林水産省「食品アクセス問題（買物困難者）に関する全国市町村アンケート調査(令和 7年 3月)」。 
7 国立社会保障・人口問題研究所。 
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経済産業省では、先行研究を踏まえ、買物弱者の発生要因の観点から、「大都市」「ベ

ッドタウン」「地方都市」「農村・山間部」の四つの地域に類型化が行われている(図 1-

3)。これは、買物弱者問題は地域によってそのメカニズムが異なるため、地域ごとに発

生要因と展望の検討がなされているものである。 

 

出所 経済産業省 

図 1-3 各地域類型における買物弱者問題の発生要因 

 

この類型に草津市を照らし合わせてみると、「ベッドタウン」「地方都市」の要素が混

在する。まず、都市の規模としては、大都市郊外圏に存在しベッドタウンとして機能す

る「ベッドタウン」に該当する。ベッドタウンでは、高齢化やこども世代の流出を背景

として不便な立地に位置する等の団地の問題点が顕在化し、買物弱者が発生していると



6 

 

される。本市においても、昭和 40 年代から 50 年代に開発が行われた若草8や桜ヶ丘9で

は、高齢化率が 50％を超える町もあり、住民の高齢化が進んでいる(表 1-2)。いずれの

地域も丘陵地にあることから、住民の高齢化により車での移動が困難になると、平坦な

住宅地よりも店舗へのアクセスの困難さは増す。また、本市では中心街が衰退し、郊外

に大型店が存在するとされる「地方都市」の要素もあると考えられる。モータリゼーシ

ョンの進展を背景とした大型店の郊外化は、イオンモール草津10の出店に代表される。 

 

表 1-2 若草・桜ヶ丘の高齢化率 

出所 草津未来研究所作成 

 

３ 買物弱者問題から派生する課題 

経済産業省では、買物弱者問題から生じる波及課題についても取りまとめが行われて

いる(図 1-4)。買物弱者問題は都市の抱える問題の入り口であるとし、その影響を受け

るとされる項目を、個人もしくは地域社会に分類し、更に個人を精神と身体に、地域社

会をハードとソフトに分類して整理が行われている。 

具体的には、買物弱者問題から派生する影響として、①引きこもりの増加と生きがい

の喪失(個人・精神)、②転倒・事故リスク増大(個人・身体)、③低栄養に伴う医療費増

加(個人・身体)、④緊急時の物資共有難化(地域社会・ハード)、⑤公共インフラ維持コ

                                                      

8 びわこ文化公園都市構想区域内の宅地で、1980 年代に開発された。立命館大学びわこ・くさつキャンパ

スに隣接している。 

9 企業誘致により工業ゾーンと住宅ゾーンが計画され、住宅ゾーンは 1970 年代に開発、分譲された。工業

ゾーンに建設されたパナソニック株式会社に隣接している。 

10 2008(平成 20)年に新浜町 300 に開業した商業施設。敷地面積約 165,000 ㎡、延床面積約 177,000 ㎡、駐

車台数約 4,400 台。イオンモールホームページ〈https://www.aeonmall.com/facility/detail/3312/〉

(2025.8.8 閲覧)。 

町名 人口(人) うち、65歳以上人口(人) 高齢化率(%) 平均年齢 世帯数
若草一丁目 292 145 49.7 55 152
若草二丁目 282 129 45.7 53 121
若草三丁目 241 140 58.1 59 110
若草四丁目 256 126 49.2 55 118
若草五丁目 222 114 51.4 56 96
若草六丁目 318 186 58.5 60 160
若草七丁目 249 114 45.8 52 108
若草八丁目 218 100 45.9 53 100
桜ケ丘一丁目 484 183 37.8 52 218
桜ケ丘二丁目 211 103 48.8 55 93
桜ケ丘三丁目 387 194 50.1 57 182
桜ケ丘四丁目 498 249 50.0 56 222
桜ケ丘五丁目 222 98 44.1 55 96

令和7年3月31日現在（住民基本台帳登録人口）
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ストの増加(地域社会・ハード)、⑥清掃・景観維持難化、治安の悪化、情報取得機会の

減少(地域社会・ソフト)の六つの視点が挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 経済産業省 

図 1-4 買物弱者問題から生じる波及課題 

 

①引きこもりの増加と生きがいの喪失については、買物は外出機会の多くを占め、買

物に行けないことによる外出頻度の低下は、引きこもり状態や生きがい喪失を招く可能

性がある。買物は自己実現や生きがいに直結し、食物の摂取以上の意味合いがあるとし

ている。②転倒・事故リスク増大は、高齢者は認知機能だけでなく情報処理能力、判断

能力も低下しており、反応速度も遅くなっているため、商店まで遠くなることで転倒・

事故リスクが増大する可能性がある。③低栄養に伴う医療費増加については、買物環境

の悪化、コミュニティの希薄化により低栄養状態の陥り、医療費や介護費の増加を招く

可能性がある。④緊急時の物資共有難化は、食料品店は災害時には物資供給拠点となり、

近くに食料品店が存在しない場合、緊急時の物資供給が困難になる可能性が考えられる。

⑤公共インフラ維持コストの増加については、社会資本に関して従来どおりの維持管

理・更新をした場合、公共インフラを維持するコストは莫大なものとなる。⑥清掃・景

観維持難化、治安の悪化、情報取得機会の減少については、商店街の衰退により、街並

みや景観の維持が困難となる、治安が悪化するなどの影響が生じる可能性を示している。 
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４ 国における買物弱者対策に資する取組 

 総務省では、買物弱者対策の実態を明らかにするとともに、持続的かつ効果的な対策

を促進する観点から、国および地方公共団体における買物弱者対策に資する事業の実施

状況や、事業者における買物弱者対策の取組状況等を調査する「買物弱者に関する実態

調査」を行った。その結果、国において買物弱者対策を中心となって取りまとめている

府省は存在せず、内閣府、経済産業省、農林水産省、国土交通省、厚生労働省などの関

係府省において、所管行政として推進している施策が、結果的に買物弱者対策に資する

ものとなっていることに留まる(図 1-5)。政策領域も、流通、中小企業対策、地方創生、

公共交通、高齢者福祉など、多様な分野にまたがっている。また、各府省で実施する調

査や報告においても、頻回に実施されているものばかりでないため、最新のデータを「買

物弱者」の視点で収集することも困難な状況にある。 

  

 

出所 総務省 

図 1-5 買物弱者対策に関連する国の施策マップ 

 

５ 支援策の類型 

 買物弱者に対する支援策については、全国で様々な取組が行われているが、経済産業

省発行の「買物弱者事業者事例集」では、「買物の楽しみを提供するサービス」および



9 

 

「買物の不便さを解消するサービス」の大きく二つに分類した上で、事業形態ごとに取

組事例を紹介し、その事業の成功ポイント、今後の取組課題などを明らかにしている(図

1-6)。 

 

                           出所 経済産業省 

図 1-6 買物弱者に対する事業形態の整理 

 

 事業を拡大、継続していくポイントとして、例えば、移動販売事業においては、見込

み客が利用しやすいルート組みを行うことで、事前に集客数、売上見込みを推計でき、

赤字ルートとならない可能性が高いことや、買物代行においては、代行スタッフの拘束

時間をベースにした料金体系では料金が高くなるため、代行スタッフの拘束時間を短縮

する必要があることなどが挙げられている。このように、既に取組が進められている先

行事例から、事業上の想定される課題や事業継続のポイントが整理されており、本市で

具体的に施策を検討し実施していくに当たっては参考にすることができる。 
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第２章 草津市における現状と取組 

 

１ 高齢者人口等の推移・推計 

(1) 高齢者人口、高齢化率の推移 

 全国的に人口減少が叫ばれる中、草津市の人口は増加し続けており、住民基本台帳に

おける 2023(令和 5)年の人口は 139,550 人となっている。65 歳以上の高齢者人口につ

いても同様に増加の一途を辿り、同時点で 31,267 人、高齢化率は 22.4%で緩やかに増

加している(図 2-1)。 

 

 

出所 草津あんしんいきいきプラン第 9期計画 

図 2-1 高齢者人口・高齢化率の推移(住民基本台帳人口) 

 

 

(2) 要支援・要介護認定者数の推移 

要支援・要介護認定者数についても増加傾向で推移している。2023(令和 5)年の認定

者数は 5,798 人で、2013(平成 25)年の 3,796 人から 2,000 人以上増加している。内訳

は、要支援認定者(要支援 1、2)が 1,340 人、要介護認定者(要介護 1～5)が 4,458 人と

なっており、割合としては要介護 1の 1,761 人が最も多く、次に要介護 2の 855 人と続

く(図 2-2)。 
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出所 草津あんしんいきいきプラン第 9期計画 

図 2-2 要支援・要介護認定者 

 

(3) 高齢者人口、高齢化率の推計 

草津あんしんいきいきプラン第 9期計画における推計によると、総人口は 2030(令和

12)年の 142,071 人でピークを迎える11が、65 歳以上の高齢者数、高齢化率はいずれも

増加し続け、2040(令和 22)年には 38,920 人、高齢化率 28.0%となると想定されている

(図 2-3)。 

 

出所 草津あんしんいきいきプラン第 9期計画 

図 2-3 高齢者人口の将来推計（住民基本台帳人口） 

                                                      
11 住民基本台帳登録人口を基に推計されている。なお、国勢調査人口を基に推計された第 6 次草津市総合

計画における人口のピークは 2030(令和 12)年の 147,000 人であるが、社人研では 2035(令和 17)年の

149,947 人がピークと推計されている。 
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(4) 要支援・要介護認定者数の推計 

 草津あんしんいきいきプラン第 9期計画によると、要支援・要介護認定者の推計につ

いても増加が続くと見込まれている。2040(令和 22)年には、認定者数が 8,388 人に昇

ることが想定されており、これは 2023(令和 5)年度の 1.44 倍となる(図 2-4)。 

 

 

出所 草津あんしんいきいきプラン第 9期計画 

図 2-4 要支援・要介護認定者数の将来推計 

 

(5) 高齢者人口の分布 

 草津市地域公共交通計画(令和 6年 5月)によると、2020(令和 2)年国勢調査における

草津市の 65 歳以上の高齢化率が図示されている。高齢化率が 30%を超える地域は市内

の各地域に散らばっているものの、湖岸に近いエリアである常盤学区や山田学区で高齢

化率が高いことが見て取れる(図 2-5)。 
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出所 草津市地域公共交通計画 

図 2-5 草津市の高齢化率の分布 

 

(6) 運転免許保有者数・自主返納者数 

草津市の自動車運転免許保有者数は、近年では毎年 600 人から 1,300 人程度増加して

おり、65 歳以上の高齢者においても、同様に増加傾向にある。一方で、草津市の運転免

許証の自主返納者数をみると、毎年 400 人から 500 人前後の返納があり、年齢が高くな

るにつれて返納者数が増加し、2024(令和 6)年においては、返納者の約 68%を 75 歳以上

の高齢者が占めている(図 2-6、2-7)。 
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出所 滋賀の交通データより草津未来研究所作成 

図 2-6 自動車運転免許保有者数     図 2-7 自動車運転免許証返納者数 

 

 

２ 買物を取り巻く環境 

(1) 大規模商業施設12の立地状況 

 草津市内の大型商業施設の立地状況を見ると、JR 草津駅、南草津駅の周辺や、幹線道

路の沿道に多く立地している。また、市街化区域のみならず市街化調整区域においても、

地区計画制度により、常盤学区にバロー草津下物店が立地するなどしている。最近では、

ドラッグストアで生鮮食品や冷凍食品などを販売している店舗も存在したり、1,000 ㎡

以下の小売店もあるものの、自宅近くに小売店が存在しない地域もある(図 2-8)。 

                                                      

12 大規模小売店立地法の届出を要する店舗面積 1,000 ㎡超のもの。 
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出所 草津市地域公共交通計画        

図 2-8 大型商業施設等の立地 

 

(2) 商業施設の徒歩圏カバー率 

 草津市立地適正化計画(令和 6年 3月)によると、徒歩圏を半径 800ｍの範囲内と設定

13した場合、草津市の商業施設の徒歩圏人口カバー率14は 66.9%となっている。対象とな

る人口は約 8.8 万人となっており、類似都市15のカバー率 65.1%を上回る効率的な施設

配置であるとされている(図 2-9)。 

                                                      
13 国土交通省(2018)『都市構造の評価に関するハンドブック』による。 
14 対象施設の位置を中心とした徒歩圏内に存在する人口の総人口に占める割合。 
15 国土交通省(2018)『都市構造の評価に関するハンドブック』に、人口規模別に整理されたもので、概ね

30 万人都市(地方圏に属する 10～40 万人の都市)を比較対象としている。 
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出所 草津市立地適正化計画  

図 2-9 商業施設の徒歩圏人口カバー率 

 

(3)卸売業・小売業の状況 

 草津市産業振興計画(2023-2032)によると、草津市の卸売業・小売業の事業所数は、多少

の増減はあるものの、ほぼ横ばいで推移している(図 2-10)。 

年間商品販売額については、卸売業は減少傾向にあるものの、小売業ならびに卸売業・小

売業を合わせた合計額については、増加傾向で推移している(図 2-11)。 
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出所 草津市産業振興計画        

図 2-10 草津市の卸売業・小売業の事業所数(左図) 

図 2-11 草津市の卸売業・小売業の年間商品販売額(右図) 

 

また、草津市の小売中心性指標16は、2016(平成 28)年は 1.491 とされており、市内小売業

の顧客吸引力は強い(図 2-12)。 

 

出所 草津市産業振興計画        

図 2-12 草津市の小売中心性指標等の推移 

 

  

                                                      
16 市内の小売業の吸引力を表し、小売中心性指標が 1より大きいときは、他の都市から買い物客が流入し、

1より小さければ買い物客が流出していると判断される。 
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３ 買物弱者対策に資する取組 

 農林水産省では、2011(平成 23)年から、各地方自治体等の抱える課題や対策の状況

を把握し、今後の施策の参考として活用するために、「食品アクセス(買物困難者等)問

題に関するアンケート調査」を実施している。2024(令和 6)年度調査17によると、草津

市は、「食品の買物が不便・困難な住民に対して、それらの軽減や解消を主たる目的と

した事業を現在実施しているか」との問いに対して、買物弱者支援として位置づけた事

業ではないとしたうえで、①デマンドタクシー事業、②(社会福祉協議会事業への補助

として)地域支え合い運送支援事業の二点を回答している。 

 

(1)デマンドタクシー事業 

 本市では、交通不便地の解消を図るため、路線バスが走っていない地域にコミュニテ

ィバスである「まめバス」を運行しているが、まめバスや民間の路線バスでは通行が困

難な地域の移動手段を確保するため、デマンド型乗合タクシーである「まめタク」の事

業を実施している。まめタクは運行時間や路線が決まっているが、完全予約制であり、

予約がない便は運行しないデマンド型で運用している(表 2-1)。 

 

表 2-1 まめタクの概要(2025 年 11 月 19 日時点) 

出所 草津未来研究所作成 

                                                      
17 2024(令和 6)年 10 月 1 日現在の全国の 1,741 市町村の状況を調査したもの。この調査でいう「食品の買

物が不便・困難な住民」には、別途支援措置が講じられている身体障害者、生活保護、介護保険等の対象者

は含まない。 

概要 ・タクシー車両による公共交通 

・予約があった便のみ運行する「デマンド型」タクシー 

・路線、停留所、運行時間が決まっていて、停留所間を乗車可能 

・同便を予約した人と乗合乗車 

運休日 日曜日、国民の祝・休日、年末年始 

料金 大人(中学生以上)200 円  こども(小学生)100 円 

※草津駅山寺新田線で、草津駅を乗降する場合は大人 500 円・こども 250 円 

割引 ・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害保健福祉手帳を持っている方 

・往復、乗換割引  ・回数券  ・まめタク応援店利用割引 
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 まめタクは、2025(令和 7)年 11 月 19 日現在、13 路線で運行されているが、起終点を

小売店とし、また、まめタク応援店として、まめタクで来店し 2,000 円以上購入すると

100 円分の回数券が進呈されるなど、買い物に利用しやすいよう工夫がされている(表

2-2)。 

表 2-2 まめタク路線(2025 年 11 月 19 日時点) 

  学区等 路線名 起終点となる小売店 停留所にある小売店 

1 志津・志津南学区 

東草津地域 

青地笠井線 フレンドマート 

志津東草津店 

※ 

― 

2 追分線 スターグリーンヒル店 

3 山寺新田線 ― 

4 馬場線 ― 

5 岡本線 ― スターグリーンヒル店 

6 草津駅山寺新田線 ― ― 

7 笠縫東・常盤学区 下寺津田江線 バロー草津下物店 

※ 

マックスバリュ駒井沢店 

※ 8 志那吉田線 

9 芦浦上寺線 

10 集新堂線 マックスバリュ 

駒井沢店 ※ 

― 

11 山田学区 北山田線 フレンドマート 

上笠店 

 

12 不動浜線 

 

13 木川線 コーナン・ハズイ 

※まめタク応援店 

出所 草津未来研究所作成 

 

 2024(令和 6)年度のまめタクの各停留所の利用状況をみると、路線にもよるが小売店

が指定されている起終点や、小売店が停留所となっている停留所の利用率は高いものと

なっている。特に、青地笠井線、山寺新田線、馬場線、下寺津田江線、北山田線、不動

浜線、木川線では当該路線の全乗降客の 4割以上が小売店のある起終点や停留所を利用

している(表 2-3)。 
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表 2-3 まめタク停留所利用率(令和 6年度) 

  路線名 起終点 停留所利用率18 停留所にある小売店 停留所利用率 

1 青地笠井線 フレンドマート

志津東草津店 

※ 

49% ― ― 

2 追分線 14% スターグリーンヒル店 1% 

3 山寺新田線 44% ― ― 

4 馬場線 43% ― ― 

5 岡本線 ― ― スターグリーンヒル店 11% 

6 草津駅山寺新

田線 

― ― ― ― 

7 下寺津田江線 バロー草津下物

店 

※ 

49% マックスバリュ駒井沢店 

※ 

11% 

8 志那吉田線 15% 22% 

9 芦浦上寺線 8% 29% 

10 集新堂線 マックスバリュ

駒井沢店 ※ 

0% ― ― 

11 北山田線 フレンドマート

上笠店 

50% ― ― 

12 不動浜線 50% ― ― 

13 木川線 26% コーナン・ハズイ 43% 

※まめタク応援店 

出所 草津未来研究所作成 

 

(2)地域支え合い運送支援事業 

 地域支え合い運送支援事業は、高齢者、障害者など、社会とのつながりが希薄化して

いる人や、日常生活支援が必要な人に対して行われる事業で、学区のまちづくり協議会

や社会福祉協議会で実施されている。草津市社会福祉協議会によると、志津南学区、山

田学区、老上学区・老上西学区、南笠東学区で実施19されていて、草津市では車検代等

                                                      
18 その路線における 1 年間の全ての乗降数のうち、その停留所の乗降数が占める割合。なお、乗降者が同

一人物かどうかはみていない。 
19 草津市社会福祉協議会ホームページ〈https://www.kusa-shakyo.or.jp/chiiki/support/carry.html〉

(2025.11.19 閲覧)。なお、老上学区・老上西学区は合同で実施。 
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の車両点検費用や保険料に要する経費を助成することで、地域における支え合い活動を

推進している(図 2-13、表 2-4)。 

 

出所 草津市社会福祉協議会     

図 2-13 地域支え合い運送支援事業の概要 

 

表 2-4 地域支え合い運送支援事業利用者数等(令和 6年度) 

学区 志津南 山田 老上・老上西 南笠東 

事業主体 志津南学区まち

づくり協議会 

山田学区社会福

祉協議会 

老上学区・老上

西学区社会福祉

協議会 

南笠東学区社会

福祉協議会 

実施主体 志津南学区社会

福祉協議会 

山田学区社会福

祉協議会 

老上送迎サポー

ト 

南笠東学区まち

づくり協議会 

利用登録者数 38 人 23 人 55 人 150 人 

延べ送迎人数 112 人 305 人 147 人 366 人 

送迎ボランティア数 7 人 11 人 8 人 5 人 

送迎日数 102 日 124 日 147 日 175 日 

送迎先 ・近隣病院 

・地域の会館 

・まちづくりセ

ンター 

・病院 

・近隣商業施設 

・近隣病院 

・近隣病院 

・公共施設 

・近隣商業施設 

出所 草津市社会福祉協議会 HP より草津未来研究所作成 
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第３章 草津市における買物弱者の実態 

 

１ 草津市における買物環境に関する実態調査 

(1) 調査の概要 

・調 査 名：草津市食料品アクセス(買い物のしやすさ)基礎調査(令和 7 年度) 

・調査目的：草津市における食料品アクセス(買い物のしやすさ)の実態を把握し、今後

の地域特性に応じた買物支援施策の検討に資する基礎資料とする。 

・調 査 票：参考資料 1のとおり。 

・調査対象：2025(令和 7)年 9 月 1日現在、住民基本台帳に登録のある草津市在住の 65

歳以上の人のうち、要介護 1から 5の認定を受けていない 2,000 人を無作

為抽出。なお、無作為抽出に当たっては、性別、年齢区分(65-69 歳、70-

74 歳、75-79 歳、80-84 歳、85-89 歳、90 歳以上)、学区(13 学区・1地区)

による三段階で人数を按分。 

・調査期間：2025(令和 7)年 10 月 27 日から 2025(令和 7)年 11 月 20 日まで。 

・回収状況：郵送による回答 1,295 件(回収率 64.8%)。学区別回答数は表 3-1 のとおり。 

以下、本章において掲載する図表はすべて出所を「草津未来研究所作成」とする。また、

掲載している図表は、端数処理の関係上合計が 100％とならない場合がある。 

表 3-1 学区別回答数 

 

学区 人数　(人) 割合　(％)

志津 104 8.0%

志津南 68 5.3%

草津 139 10.7%

大路 101 7.8%

渋川 77 5.9%

矢倉 91 7.0%

老上 99 7.6%

老上西 56 4.3%

玉川 92 7.1%

南笠東 61 4.7%

山田 81 6.3%

笠縫 114 8.8%

笠縫東 117 9.0%

常盤 70 5.4%

無回答 25 1.9%

合計 1,295 100.0%
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(2)調査に用いた指標 

 今回の実態調査にあたっては、地域在住高齢者の食料品アクセス状況を包括的に測定

するために開発された「包括的食料品アクセス指標(飯坂真司ほか、厚生の指標

2021,68(3):33-42)」を調査指標として取り入れた。当該指標は、食料品アクセス状況

と特に問題となる要因を標準化することで、各因子の点数により個々の回答者に適した

食料品アクセス支援に繋げられることに加え、地域単位で集計することで、地理情報の

みでは判断できない地域住民の食料品アクセスの自立度や認識を地域レベルで定量化

でき、地域の実情に応じた具体的な支援事業を提案できる可能性があるため、採用した。

併せて、食料品アクセスと、高齢者の主観的幸福感およびフレイル20度との関係性をみ

るため、「改訂版 PCG モラール・スケール(The Philadelphia Geriatric Center Morale 

Scale)」「イレブンチェック(東京大学高齢社会総合研究機構)」を用いた。 

 

(3)回答者の属性 

性別については、男性の回答者が 543 人で 41.9%、女性の回答者が 732 人で 56.5%で

あった。年齢については、65 歳から 69 歳が 21.6%、70 歳から 74 歳が 23.9%、75 歳か

ら 79 歳が 27.2%、80 歳から 84 歳が 16.7%を占めている(図 3-1)。 

  

図 3-1 回答者の属性(左：性別、右：年齢別) 

今回の調査は地域で自立して生活する高齢者を想定しているため、「要介護認定 1 か

ら 5 の認定を受けていない 65 歳以上の高齢者」を調査対象とした。回答者の要介護度

をみると、「要介護認定を受けていない」と回答した人が、1,176 人で全体の 90.8%を占

                                                      
20 要介護状態に至る前段階として位置づけられるが、身体的脆弱性のみならず精神・心理的脆弱性や社会

的脆弱性などの多面的な問題を抱えやすく、自立障害や死亡を含む健康障害を招きやすいハイリスク状態

を意味する。(日本老年医学会・国立長寿医療研究センター(2018)『フレイル診療ガイド 2018 年版』) 

41.9%

(543人)
56.5%

(732人)

0.2%

(3人)

1.3%

(17人)

男性 女性 その他 無回答

21.6%

(280人)

23.9%

(310人)
27.2%

(352人)

16.7%

(216人)

7.1%

(92人)

2.5%

(32人)

1.0%

(13人)

65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳～84歳

85歳～89歳 90歳以上 無回答



24 

 

めており、「要支援 1」「要支援 2」「事業対象者」については、合計すると 73 人で全体

の 5.7％となった。家族構成については、「一人暮らし」「夫婦二人暮らし(配偶者 65歳

以上)」「夫婦二人暮らし(配偶者 64 歳以下)」「その他」の選択肢で尋ねた。回答が最も

多かったのが、「夫婦二人暮らし(配偶者 65 歳以上)」で 46.8%と、全体の半数近くに上

った。次に多いのが「一人暮らし」で 16.9%を占める(図 3-2)。 

  

図 3-2 回答者の属性(左：要介護度、右：家族構成) 

２ 分析 

(1)日常生活圏域別の分析 

 草津市では中学校区を日常生活圏域としている(参考資料3)。地域の特徴を把握する

ため、日常生活圏域別に確認する。なお、日常生活圏域別の回答者数は図3-3のとおり

である。 

日常生活圏域 有効回答数 

高穂 264 

草津 317 

老上 159 

玉川 154 

松原 195 

新堂 186 

不明 20 

合計 1,295 

図 3-3 日常生活圏域別回答者数 

3.1%(40人)

2.4%(31人)

0.2%

(2人)

90.8%

(1,176 人)

0.7%(9人)

2.9%(37人)

要支援１ 要支援２
事業対象者 受けていない
わからない 無回答

16.9%(219人)

46.8%(606人)
4.6%(59

人)

29.5%(382人)

2.2%(29

人)

一人暮らし
夫婦二人暮らし（配偶者65歳以上）
夫婦二人暮らし（配偶者64歳以下）
その他
無回答

20.4%

24.5%

12.3%

11.9%

15.1%

14.4%

1.5%

回答者全体に占める割合

高穂 草津 老上 玉川 松原 新堂 不明
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①食料品アクセス指標 

 包括的食料品アクセス指標を使用して、日常生活圏域別の食料品アクセスを確認した。

なお、有効回答数は表3-2のとおりである。 

 

表3-2 食料品アクセス指標有効回答数 

日常生活圏域 有効回答数 

高穂 226 

草津 275 

老上 132 

玉川 140 

松原 159 

新堂 160 

 

 食料品アクセス指標は23点～92点の間で、合計点数が高いほど食料品アクセスが良好

であり、買い物に困難を抱える可能性が低いとされている。点数を便宜的に23点(全て

1点)、24～46点、47～69点、70～92点の4つに分け地域別に点数の分布を確認すると、

特に目立って点数の低い地域は確認できず、平均点においても全ての地域が66～69点で

あったが、高穂・玉川においては他の地域と比べ70～92点となった割合が少なかった(図

3-4)。 

 

 

図 3-4 日常生活圏域別食料品アクセス指標分布 

0 0 0 0 0 0

3 6 2 3 2

145
129

65
84 82 82

78

140

67 54
74 76

0

50

100

150

200

250

300

積み上げ

23点 24～46点 47～69点 70～92点

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1.3% 2.2% 0.0% 1.4% 1.9% 1.3%

64.2%
46.9% 49.2%

60.0%
51.6% 51.3%

34.5%
50.9% 50.8%

38.6%
46.5% 47.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

割合

23点 24～46点 47～69点 70～92点
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 各問は図 3-5 に示す 5つの因子に分類され、点数が低いほどアクセスに困難を抱える

可能性が高いとされる。 

 

出所 第 66 回日本老年医学会 O2-4 資料より抜粋 

図 3-5 包括的食料品アクセス指標の各因子 

 

各因子における日常生活圏域別の結果を確認した。なお、各問における基準点は淑徳

大学看護栄養学部栄養学科飯坂研究室が発行した「買い物便利帳」を参考にしている(参

考資料 4)。 

図 3-6 については、各因子における基準点以下の割合を示しており、全体結果より割

合が高いものを赤字で表示している。高穂においては全ての因子が、玉川においては因

子 1以外が赤字となっていたが、老上においては因子 5のみ、新堂においては因子 2の

みが赤字となっていた。また、駅周辺地域である草津と老上においては、因子 2におけ

る基準点以下となる割合が他地域より少なくなっていた(図 3-6、図 3-7)。 

 

図 3-6 各因子における基準点以下の割合(日常生活圏域別) 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5

高穂 18.1% 44.2% 40.7% 19.0% 35.0%

草津 16.4% 19.6% 40.4% 21.8% 33.1%

老上 10.6% 28.0% 33.3% 13.6% 34.1%

玉川 15.0% 42.9% 45.0% 17.9% 34.3%

松原 15.1% 43.4% 30.2% 15.1% 32.1%

新堂 11.3% 47.5% 35.6% 12.5% 31.9%

全体 15.0% 36.5% 38.4% 17.5% 33.6%
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 図3-7 生活圏域別×因子別 結果 

 

②モラールスケール 

次にモラールスケールを使用して、高齢者の主観的幸福感を確認した。なお、有効回

18.1% 16.4% 10.6% 15.0% 15.1% 11.3% 15.0%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

因子１ 買い物自立度

１７点以下 １８点以上

44.2%

19.6% 28.0%
42.9% 43.4% 47.5%

36.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

因子2 買物しやすい環境

１４点以下 １５点以上

40.7% 40.4% 33.3%
45.0%

30.2% 35.6% 38.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

因子3 食料品入手の社会的動機

１３点以下 １４点以上

19.0% 21.8% 13.6% 17.9% 15.1% 12.5% 17.5%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

因子4 食生活面のサポート

５点以下 ６点以上

35.0% 33.1% 34.1% 34.3% 32.1% 31.9% 33.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

因子5 食生活の経済的余裕

７点以下 ８点以上
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答数は表3-3のとおりである。 

 

表3-3 モラールスケール有効回答数 

日常生活圏域 有効回答数 

高穂 225 

草津 287 

老上 140 

玉川 142 

松原 162 

新堂 162 

 

モラールスケールでは点数が高いほど主観的幸福感が高いとされており、17項目の質

問を使用している。各地域における点数の割合は図3-8のとおりであり、回答者におけ

る0～5点の層が多いのは草津・松原であり、16・17点の層が多いのは玉川・松原であっ

た。 

 

 

図 3-8 日常生活圏域別モラールスケール結果 

 

また、各質問において加点となる回答割合を確認したところ、玉川において回答者が

7割を超える項目が多くあり、草津は回答者が7割を超える項目が少なかった(図3-9) 

12.0%

13.6%

7.9%

6.3%

16.0%

9.9%

26.2%

23.3%

27.1%

25.4%

27.2%

27.2%

47.6%

48.4%

52.1%

51.4%

40.1%

48.1%

14.2%

14.6%

12.9%

16.9%

16.7%

14.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高穂(n=225)

草津(n=287)

老上(n=140)

玉川(n=142)

松原(n=162)

新堂(n=162)

0～5点 6～10点 11～15点 16・17点
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図 3-9 日常生活圏域別モラールスケール 

 

③イレブンチェック 

 次にイレブンチェックを使用して、フレイル度を確認した。なお、有効回答数は表3-

4のとおりである。 

 

表3-4 イレブンチェック有効回答数 

日常生活圏域 有効回答数 

高穂 239 

草津 298 

老上 154 

玉川 142 

松原 183 

新堂 175 

  

イレブンチェックは点数が3・4点でフレイル予備軍、5点以上になるとフレイルの可

能性が高いとされている。地域別に点数の分布を確認すると、松原においてフレイル度

が高いとされる人の割合が高かった(図3-10)。 
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図 3-10 日常生活圏域別イレブンチェック分布 

 

④食料品アクセス指標との関係 

 食料品アクセス指標の因子別に、それぞれアクセス困難と判断される層とアクセスが

良好と判断される層のモラールスケールの違いを確認した。回答者が少ないことに留意

すべきではあるが、アクセス困難と判断される層よりもアクセスが良好と判断される層

の方が、モラールスケールの点数が高い人の割合が多かった(図3-11～図3-15)。 

 

 

図 3-11 因子 1：買い物自立度×モラールスケール 
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図 3-12 因子 2：買物しやすい環境×モラールスケール 

 

 

図 3-13 因子 3：食料品入手の社会的動機×モラールスケール 

 

 

図 3-14 因子 4：食生活面のサポート×モラールスケール 
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図 3-15 因子 5：食生活の経済的余裕×モラールスケール 

 

 同様の手法で食料品アクセス指標とイレブンチェックとの関係を確認した。こちらに

おいても回答者が少ないことに留意すべきではあるが、全体的にアクセス困難と判断さ

れる層の方が、アクセスが良好と判断される層よりもフレイル度が高かった(図 3-16～

図 3-20)。特に因子 1 についてはアクセス困難と判断される層のフレイル度が高かった

(図 3-16)。 

 

 

図 3-16 因子 1：買い物自立度×イレブンチェック 
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図 3-17 因子 2：買物しやすい環境×イレブンチェック 

 

 

図 3-18 因子 3：食料品入手の社会的動機×イレブンチェック 

 

 

図 3-19 因子 4：食生活面のサポート×イレブンチェック 
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図 3-20 因子 5：食生活の経済的余裕×イレブンチェック 

 

 

⑤相関関係 

 回答者属性、食料品アクセス指標、モラールスケールおよびイレブンチェックにおい

て相関関係の有無を確認した。なお、ここでいう有効回答数は、食料品アクセス指標、

モラールスケールおよびイレブンチェックの3質問すべてに回答した者であり、

Excel2016のCORREL関数を用い、結果は小数点以下第4位を四捨五入している。 

相関分析の結果、食料品アクセス指標とモラールスケールに正の相関、食料品アクセ

ス指標とイレブンチェックに負の相関、モラールスケールとイレブンチェックに負の相

関が示唆された(図3-21)。 

 

 

図 3-21 相関関係(市内全域) 
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は異なっていた(図3-22～図3-27)。特に老上においては、相関関係は示唆されなかった

(図3-24)。また、玉川においては食料品アクセス指標とモラールスケールにのみ正の相

関(図3-25)、反対に新堂では、食料品アクセス指標とイレブンチェックに負の相関、モ

ラールスケールとイレブンチェックに負の相関が示唆された(図3-27)。 

 

図 3-22 相関関係(高穂) 

 

図 3-23 相関関係(草津) 
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図 3-24 相関関係(老上) 

 

図 3-25 相関関係(玉川) 

 

図 3-26 相関関係(松原) 
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図 3-27 相関関係(新堂) 

 

(2)その他の項目 

①食料品店までの移動手段 

 アンケート項目の一つとして、よく利用する食料品店までの主な移動手段を質問した。

その結果、ほとんどの地域で「自動車・バイク」による手段が多数であったが、草津の

み「徒歩」が1位となっていた(図3-28)。また、「まめタク(デマンド型乗合タクシー)」

と回答した方はいなかった。 

 

 

図 3-28 よく利用する移動手段 

 

②今後利用したいサービス 

 買い物をしやすくするため、今後、最も利用したいサービスについて質問したところ、

「クーポンやポイント制度による価格支援」がどの地域でも多く、次に多いのが「まめ

タク・まめバスなど地域公共交通の充実」であったが、草津のみ「小分け販売・少量パ

ックの導入」が2位になっていた(図3-29)。 
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図 3-29 今後利用したいサービス 

 

３ その他調査との比較 

(1)市民意識調査 

 草津市においては、第6次総合計画の各期計画における市の施策を評価するため、市

民意識調査を実施している(参考資料5)。今回、2024(令和6)年10月に実施された「令和

6年度草津市のまちづくりについての市民意識調査21」の回答者の中から、居住地を回答

した65歳以上の回答者を抽出し、「買物をする環境が整っていると思われますか。(以下、

「買物環境の質問」という。)」、「健幸(生きがいをもち、健やかで幸せであること)に

暮らせていると思われますか。(以下、「健幸の質問」という。)」の二つの質問に関す

る回答を集計した(表3-5)。 

                                                      
21 2024(令和 6)年 10 月 1 日から 10 月 21 日までを調査期間として、市民 3,000 人を対象に住民基本台帳

の 18 歳以上の者から、年齢、居住地域に 2段階による無作為抽出により実施。有効回答数 795 件、有効
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表3-5 市民意識調査有効回答数（65歳以上抜粋） 

日常生活圏域 有効回答数 

高穂 62 

草津 76 

老上 40 

玉川 35 

松原 48 

新堂 31 

合計 292 

 

①居住年数 

居住年数については、40～49 年が 21.2%で最も多く、50～59 年が 17.1%、30～39 年

が 12.7%であった(図 3-30)。この居住年数ごとに、「買物環境の質問」「健幸の質問」に

ついての回答の分析を試みた。 

 

図 3-30 居住年数 

 

居住年数を 10 年ごとに分け、「買物環境の質問」とクロス集計を行ったところ、居

住年数 10～19 年の回答者の満足度(「そう思う」「ややそう思う」の合計)が最も高か

った(図 3-31)。 
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図 3-31 居住年数×「買物環境の質問」 

 

同様に、「健幸の質問」の回答と居住年数のクロス集計を行った。居住年数が短いほ

ど肯定的な回答が多く、居住年数が長くなるほど否定的な回答が多くなる大まかな傾向

が見られた(図 3-32)。 

 

 

図 3-32 居住年数×「健幸の質問」 

 

②転入歴 

転入歴について、「生まれてからずっと住んでいる」が 18.5%、「転入してきた」が

81.2%であった(図 3-33)。①居住年数の項目でみた満足度が、「生まれてからずっと住

んでいる」と「転入してきた」かの転入歴で特徴がでるのか確認した。 
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図 3-33 転入歴 

 

 回答者が少ないことに留意すべきではあるが、生まれてからずっと住んでいる回答者

の満足度は 65～69 年、70～79 年、80 年以上のいずれの居住年数においても、「そう思

う」「ややそう思う」の回答が 6割以上あり、満足度が高かった(図 3-34)。 

 

図 3-34 居住年数×「買物環境の質問」(生まれてからずっと住んでいる) 

 

 また、こちらに関しても回答者が少ないことに留意すべきではあるが、転入者の居住

年数が 70～79 年、10～19 年、60～69 年の回答者の満足度(「そう思う」「ややそう思

う」の合計)が高かった(図 3-35)。 

 

図 3-35 居住年数×「買物環境の質問」(転入してきた) 
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「健幸の質問」については、転入してきた回答者の方が、生まれてからずっと住んで

いる回答者よりも「そう思う」「ややそう思う」の回答が多かった。生まれてからずっ

と住んでいる回答者は、居住年数が長いほど肯定的な意見が少なくなり、否定的な意見

が多くなった。一方で、転入してきた回答者は、0～19 年では 8割を超えていた満足度

(「そう思う」「ややそう思う」の合計)が、20～59 年で 7割前後にまで落ち込み、60 年

以上で再び増加に転じた(図 3-36、図 3-37)。 

 

 

図 3-36 居住年数×「健幸の質問」（生まれてからずっと住んでいる） 

 

 

図 3-37 居住年数×「健幸の質問」（転入してきた） 

 

③日常生活圏域 

 「買物環境の質問」に対して、すべての地域で、「そう思う」「ややそう思う」と肯

定的な回答が 6割を超え、草津と老上では、最も肯定的な「そう思う」の回答が 4割を
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超えた。反対に「そうは思わない」「あまりそうは思わない」を合わせた否定的な回答

は、少ない地域で 6.4%、多い地域でも 14.3%と少数であった(図 3-38)。 

 

図 3-38 日常生活圏域×「買物環境の質問」 

 

一方、「健幸の質問」質問に対しても、「そう思う」「ややそう思う」と肯定的な回

答がすべての地域で 6割以上となり、最も多い玉川では 8割を占めた。反対に「そうは

思わない」「あまりそうは思わない」と否定的な回答は、いずれの地域も 1割に満たな

かった(図 3-39)。 

 

図 3-39 日常生活圏域×「健幸の質問」 

 

④買物環境と健幸 

「買物環境の質問」「健幸の質問」をクロス集計し、「買物環境の質問」の満足度別

に「健幸の質問」に対してどう回答しているかを見た(図 3-40)。買物環境に対して「そ
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らせていると思うかについて「そう思う」「ややそう思う」を合わせると 9割を占めた。

買物環境が整っているかに「ややそう思う」と回答した回答者においても、健幸に対し

て「そう思う」「ややそう思う」を合わせると 7割を超えた。 

 

 

図 3-40 「買物環境の質問」×「健幸の質問」 
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5.9%
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0.9%
3.4%
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そう思う(n=90)

ややそう思う(n=113)

どちらとも言えない(n=59)

あまりそう思わない(n=17)

そうは思わない(n=8)

無回答(n=10)

そう思う ややそう思う どちらとも言えない
あまりそう思わない そうは思わない 無回答

買物環境が整っている

健幸に暮らせている
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第４章 地域特性 

食料品アクセス指標については、駅を中心とした市街地を要する地域は因子 2「買物

しやすい環境」が良好で困難度は低い傾向が見られたが、その他の因子については、因

子 2ほど大きな差は見られなかった。多くの地域において、食料品アクセス指標とモラ

ールスケールに正の相関、食料品アクセス指標とイレブンチェックに負の相関、モラー

ルスケールとイレブンチェックに負の相関が示唆された。 

また、市民意識調査の「健幸の質問」においては、居住年数が短い方が肯定的な回答

が多く、居住年数が長くなるほど否定的な回答が多くなる傾向が見られた。また、草津

市に生まれてからずっと住んでいる回答者よりも、転入してきた回答者の方が肯定的な

意見が多かった。「買物環境の質問」と「健幸の質問」を見てみると、買物環境に満足

している回答者ほど、健幸に対しての満足度は高かった。 

以下は、それぞれの地域における特徴を、他地域との比較という観点で整理した。 

 

１ 地域における状況 

(1) 高穂中学校区 

他地域と比べ、包括的食料品アクセスは良好とはいえない。 

食料品アクセス指標 5因子の合計点を総合的評価として見ると、アクセスが良好とさ

れる合計点数の上位 1/3(70～92 点)の割合が、他地域と比べ最も低かった。また、食料

品アクセス指標の各因子の基準点以下の割合を全市と比較すると、全 5因子において基

準点以下の割合が全市より高く、因子 1「買い物自立度」、因子 5「食生活の経済的余裕」

は、基準点以下の割合が最も高かった。これらのことから、買い物に困難を抱えている

可能性が高い人が多く、高穂の包括的食料品アクセスは良好とはいえない。因子 2「買

物しやすい環境」の基準点以下の割合は全市より 7.7 ポイント高く、買物環境に困難を

抱える人が多いが、志津学区まちづくりプランによると、山寺町や馬場町など、商業施

設の徒歩圏人口カバー率が 0%と、徒歩圏内に 1,000 ㎡以上の商業施設が存在しない町

もあり(志津まちづくり協議会・草津市(2021))、そうした状況も一因であることが考え

られる。食料品アクセス指標、モラールスケール、イレブンチェック、各々の相関関係

については、全市と同様の関係が示唆された。 
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(2) 草津中学校区 

買物の移動手段は「徒歩」が多く、買い物しやすい環境は良好である。主観的幸福感

は高くない。「小分け販売や少量パックの導入」を望む声が多い。 

 草津では、特徴的な点がいくつか見られた。まず、食料品アクセス指標の因子 2「買

物しやすい環境」の基準点以下の割合が全市と比較して 16.9 ポイント少なかった。加

えて、よく利用する食料品店までの移動手段について、他地域では「自動車・バイク」

の回答が最多なのに対し、草津のみ「徒歩」が最多で、回答者の 45.5%が「徒歩」と回

答した。これらのことから、草津では徒歩圏内に買い物できる環境が揃っており、因子

2「買物しやすい環境」の困難度が最も低い結果となったと考えられる。次に、モラー

ルスケールを見ると、主観的幸福感が低いとされる0～5点と回答した人の割合が13.6%

と 6 中学校区中 2番目に高く、各質問に対し主観的幸福感が高いと評価される加点回答

者が 7割を超える質問数が、6中学校区中最も少なかった。これらのことから、草津の

主観的幸福感は他の地域と比較し、高いとはいえない。次に、利用したいサービスにつ

いて、他地域ではいずれも「クーポンやポイント制度による価格支援」が 1位、「まめ

タク・まめバスなど地域公共交通の充実」が 2位となっているが、草津のみ「小分け販

売・少量パックの導入」が 2位で、「まめタク・まめバスなど地域公共交通の充実」は

3 位となっていることが特徴的である。因子 4「食生活面のサポート」の基準点以下の

割合が 6中学校区中最も高いこともあり、単身者が多いことが要因の一つであると考え

られる。食料品アクセス、モラールスケール、イレブンチェック、各々の相関関係につ

いては、全市と同様の関係が示唆された。 

総合的な食料品アクセスは老上とともに他地域より良好で、市民意識調査の「買物環

境の質問」も、草津の満足度が他の地域よりも高かった。 

 

(3) 老上中学校区 

因子 2「買物しやすい環境」は 6中学校区中 2番目に良好で、総合的なアクセスは最も

良好である。全市で確認された各指標間の相関関係は示唆されなかった。 

 食料品アクセスの因子 2「買物しやすい環境」の基準点以下の割合が全市より 8.5 ポ

イント少なく、困難度は他地域と比較して高くない。因子 1から 4のいずれも他地域と

比べ基準点以下の割合が低いが、因子 5のみ他地域と同程度となっている。3指標にお

いて相関関係は示唆されなかった。市民意識調査における「健幸の質問」に対する肯定
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的な意見(そう思う、ややそう思う)は 6中学校区中最低であったが、モラールスケール

も 16・17 点(主観的幸福感が高い)の割合が最も低く、健幸、主観的幸福感は他地域よ

-り低めである。 

 

(4) 玉川中学校区 

包括的食料品アクセスは他地域と比較して良好とはいえない。主観的幸福感は他地域

と比較して高い。食料品アクセスとモラールスケールに相関関係が示唆された。 

食料品アクセス指標 5因子の合計点を総合的評価としてみると、アクセスが良好とさ

れる合計点数の上位 1/3(70～92 点)の割合が、他地域と比べて少なかった。加えて、食

料品アクセスの基準点以下の割合を全市と比較すると、5 因子中 4 因子(買い物自立度

以外)において、アクセス困難と評価される基準点以下の割合が高かった。特に、因子

3「食料品入手の社会的動機」は基準点以下が最も多かった。これらのことから、玉川

の総合的な食料品アクセスは他地域と比較して良好とはいえない。次に、点数が高いほ

ど主観的幸福感が高いとされるモラールスケールを見ると、16～17 点の割合が 16.9%と

6 中学校区の中で最も高く、逆に 10 点以下の割合、0～5 点以下の割合は 6 中学校区中

最も低い。加えて、各質問に対し加点となる回答をした回答者の割合が 7割を超える質

問数を見ると、他地域の中で 1番多くなっている。これらのことから、玉川の主観的幸

福感は他地域と比較して高い。また、食料品アクセス指標とモラールスケールに正の相

関が示唆された。 

今回の調査と市民意識調査において、モラールスケールと「健幸の質問」について比

較すると、玉川の満足感が高いことが共通していた。 

 

(5) 松原中学校区 

他地域と比較して、主観的幸福感は低く、フレイル度は高い。 

 食料品アクセスについて、因子 3「食料品入手の社会的動機」の基準点以下の割合が

6中学校区中最も低かった。この因子は知り合いとの会話やおすそわけなどが質問項目

としてあり、近所の人間関係が他地域と比較して親密であることが考えられる。モラー

ルスケールについては、主観的幸福感が低いとされる 0～5 点と回答した人の割合が

16.0%と、他地域と比較して 1 番多く、10 点以下で見ても 43.2%と 1 番多かった。この

ことから、松原の主観的幸福感は他地域と比較して相対的に低い。次に、イレブンチェ
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ックにおいては、フレイル度が高いとされる 5点以上の回答者の割合が 47.5%と他地域

と比較して最も多く、反対にフレイル度が低いとされる0～2点の回答者の割合が24.0%

と最も低かった。相関関係については、全市と同様の関係が示唆された。 

今回の調査と市民意識調査において、モラールスケールと「健幸の質問」について比

較すると、松原の満足感が低いことが共通していた。 

 

(6) 新堂中学校区 

フレイル度は低い。移動手段が「自動車・バイク」である割合が、他地域と比べ高い。 

因子 2「買物しやすい環境」は基準点以下の割合が最も高く、因子 4「食生活面のサ

ポート」は最も低かった。これは、食料品店へのアクセスは良くないものの、買い物を

頼める人がいるなどサポートを受けられる状況にあることが考えられる。また、よく利

用する移動手段について、回答者の 65.6%が「自動車・バイク」と回答し、6 中学校区

中、回答割合が最多であった。イレブンチェックにおいて、フレイル度が高い人の割合

が 38.3%と 6 中学校区で最も低かった。食料品アクセス指標とイレブンチェック、モラ

ールスケールとイレブンチェックに負の相関関係が示唆された。 

 

２ まとめ 

今回の実態調査については、主に日常生活圏域ごとの地域特性の有無を確認すること

を中心に分析を実施した。 

草津中学校区は「よく利用する食料品店までの移動手段」や「今後利用したいサービ

ス」に他地域と異なる結果が確認できたことは興味深い成果の一つである。 

今回は特徴となるような点があまり挙げられなかった地域もあるが、より詳細かつ多

方面からの分析をすることで、他地域でも特徴を発見できる可能性があると思われる。 
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おわりに 

 

 今回の調査研究は、65 歳以上の地域在住高齢者を対象とし、アンケート調査を行っ

たところ、1,200 を超える多くの回答を得た。まずはアンケートに御協力いただいた市

民の皆様に感謝申し上げたい。 

アンケートについては単純集計、クロス集計を通じ日常生活圏域である中学校区ごと

の傾向や特徴、各指標間の相関関係を中心に分析を実施したが、本調査は横断的調査で

あり、各指標間の関係は関連を示すものであって因果関係を示すものではない。引き続

き、立命館大学との共同研究として、今回の調査研究を基礎に詳細な関連性の分析を行

う予定をしている。 

今後、地域特性の詳細分析や、回答者の買い物、健幸、居住などに関わる個としての

類型化などを行い、結果に即した政策を検討することで、今後迎えるであろう更なる高

齢化に備え、草津市の買い物環境や市民の主観的幸福感の向上につなげていきたい。 
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参考資料 1 アンケート調査票 
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参考資料 2 アンケート単純集計結果  

※掲載している図表は、端数処理の関係上合計が 100％とならない場合がある。 

問1 現在、あなたは自動車の運転をしていますか。 

 

問 2 食料品を買いに行くときに、利用しているサービスはありますか。(複数回答可) 

 

58.5%

16.8%

16.4%

7.1%

1.2%

運転している(n=758)

運転免許を返納した(n=218)

（もともと）運転免許がない(n=212)

（免許はあるが）運転しない(n=92)

無回答(n=15)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

91.8%

0.2%

0.2%

0.0%

0.0%

2.3%

0.7%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用しているサービスはない(n=1,189)

福祉タクシー運賃助成事業(n=2)

介護予防・生活支援サービス(n=2)

地域支え合い運送支援事業（社協）(n=0)

福祉有償運送（NPO法人等）(n=0)

その他(n=30)

わからない(n=9)

無回答(n=63)
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問 3 よく利用する食料品店までの、主な移動手段は何ですか。 

 

問 4 自宅からよく利用する食料品店まで、(問３で回答した移動手段で)片道でどの

くらい時間がかかりますか。 

 

問 5 どのくらいの頻度で食料品を購入しますか。 

 

問 6 普段の食事の準備は自分でしますか。 

 

 

47.6%
22.2%

18.0%
5.6%

0.4%
0.0%
1.2%
1.4%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自動車・バイク(n=616)
徒歩(n=287)

自転車(n=233)
家族等による送迎(n=73)

まめバス（コミュニティバス）(n=5)
まめタク（デマンド型乗合タクシー）(n=0)

その他(n=15)
無回答(n=18)

無効(n=48)

16.8%

39.2%

25.3%

8.6%

1.5%

4.2%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

５分以内(n=218)

10分以内(n=507)

15分以内(n=328)

30分以内(n=111)

30分以上(n=19)

無回答(n=54)

無効(n=58)

15.4%

16.9%

45.3%

15.6%

2.7%

4.1%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ほぼ毎日(n=199)

週4～5日(n=219)

週2～3日(n=586)

週1回程度(n=202)

月1～2回(n=35)

無回答(n=53)

無効(n=1)

67.1%

19.8%

9.0%

4.0%

0.2%

自分でする(n=869)

自分でできるが、していない(n=256)

自分ではできない(n=116)

無回答(n=52)

無効(n=2)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
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問 7 コンビニやスーパーの宅配サービスを利用していますか。 

 

問 7-1 宅配サービスを利用しない理由は何ですか。（複数回答可） 

 

問 8 （食料品以外も含め）インターネットで買い物をしますか。 

 

問 8-1 インターネットでの買い物をしない理由は何ですか。（複数回答可） 

 

 

 

7.9%

64.6%

22.7%

4.8%

0.1%

利用している(n=102)

知っているが、利用していない(n=836)

（宅配をしている店を）知らない(n=294)

無回答(n=62)

無効(n=1)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

44.7%

21.9%

12.9%

3.1%

39.6%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

品物を自分で確認できない(n=374)

手数料など費用がかかる(n=183)

手続きがわずらわしい(n=108)

手続きが難しい(n=26)

その他(n=331)

無回答(n=17)

38.9%

31.6%

24.2%

5.2%

0.1%

できない(n=504)

する(n=409)

できるが、しない(n=314)

無回答(n=67)

無効(n=1)

0% 10% 20% 30% 40%

58.9%

29.3%

21.3%

6.1%

19.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

品物を自分で確認できない(n=185)

操作がわずらわしい(n=92)

送料など費用がかかる(n=67)

操作が難しい(n=19)

その他(n=61)

無回答(n=4)
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問 9 買い物をしやすくするため、今後、以下のようなサービスがあれば利用したい

(あったら役立つ)と思いますか。利用したい(役立つ)と思う程度を教えてください。 

 

 

 

 

8.2%
28.0%

9.4%
29.9%

17.9%
6.6%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=106)
利用したいと思わない(n=362)
あまり利用したくない(n=122)

どちらともいえない(n=387
利用したい(n=232)

ぜひ利用したい(n=86)

①自治体・NPO(ボランティア)等による送迎サービス

7.6%
25.1%

11.2%
28.4%

21.9%
5.9%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=98)
利用したいと思わない(n=325)
あまり利用したくない(n=145)

どちらともいえない(n=368)
利用したい(n=283)

ぜひ利用したい(n=76)

②移動販売車

8.1%
23.9%

9.2%
26.8%

21.3%
10.7%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=105)
利用したいと思わない(n=310)
あまり利用したくない(n=119)

どちらともいえない(n=347)
利用したい(n=276)

ぜひ利用したい(n=138)

③宅配やネットスーパーの配送料補助

8.3%
34.4%

15.9%
29.4%

8.7%
3.2%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=108)
利用したいと思わない(n=446)
あまり利用したくない(n=206)

どちらともいえない(n=381)
利用したい(n=113)

ぜひ利用したい(n=41)

④ボランティア等による買い物代行サービス
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7.8%
23.2%

10.1%
30.2%

23.0%
5.7%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=101)
利用したいと思わない(n=300)
あまり利用したくない(n=131)

どちらともいえない(n=391)
利用したい(n=298)

ぜひ利用したい(n=74)

⑤店舗の宅配サービス・出張販売

7.2%
16.8%

5.8%
23.4%

29.3%
17.5%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=93)
利用したいと思わない(n=218)
あまり利用したくない(n=75)
どちらともいえない(n=303)

利用したい(n=380)
ぜひ利用したい(n=226)

⑥まめタク・まめバスなど地域公共交通の充実

9.0%
16.8%

4.9%
33.9%

23.4%
12.0%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=117)
利用したいと思わない(n=218)
あまり利用したくない(n=63)
どちらともいえない(n=439)

利用したい(n=303)
ぜひ利用したい(n=155)

⑦店までの歩行環境整備

9.0%
14.5%

6.9%
29.0%
30.2%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=116)
利用したいと思わない(n=188)
あまり利用したくない(n=89)
どちらともいえない(n=375)

利用したい(n=391)
ぜひ利用したい(n=136)

⑧店内でのバリアフリー対応・セルフレジサポート

8.5%
28.6%

11.4%
32.0%

13.4%
6.1%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=110)
利用したいと思わない(n=370)
あまり利用したくない(n=147)

どちらともいえない(n=415)
利用したい(n=174)

ぜひ利用したい(n=79)

⑨オンライン注文の支援
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問 9-1 上記の中で、最も利用したいサービスはどれですか。 

 

8.0%
12.0%

5.6%
27.0%

33.0%
14.5%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=103)
利用したいと思わない(n=155)
あまり利用したくない(n=72)
どちらともいえない(n=350)

利用したい(n=427)
ぜひ利用したい(n=188)

⑩小分け販売・少量パックの導入

7.4%
7.2%

3.0%
16.5%

36.4%
29.4%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=96)
利用したいと思わない(n=93)
あまり利用したくない(n=39)
どちらともいえない(n=214)

利用したい(n=472)
ぜひ利用したい(n=381)

⑪クーポンやポイント制度による価格支援

8.3%
35.2%

17.9%
29.7%

6.1%
2.8%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答(n=108)
利用したいと思わない(n=456)
あまり利用したくない(n=232)

どちらともいえない(n=384)
利用したい(n=79)

ぜひ利用したい(n=36)

⑫近隣住民との共同購入・分配支援

25.3%

15.0%

8.4%

8.3%

6.3%

5.8%

5.3%

2.7%

2.6%

2.5%

2.1%

0.4%

0.5%

14.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

クーポンやポイント制度による価格支援(n=328)

まめタク・まめバスなど地域公共交通の充実(n=194)

移動販売車（生鮮品を乗せた移動店舗）(n=109)

小分け販売・少量パックの導入(n=108)

宅配やネットスーパーの配送料補助(n=82)

店舗の宅配サービス・出張販売(n=75)

自治体・NPO（ボランティア）等による送迎サービス（買い物送迎）(n=69)

ボランティア等による買い物代行サービス(n=35)

店までの歩行環境整備（ベンチ設置、坂道対策など）(n=34)

店内でのバリアフリー対応・セルフレジサポート(n=33)

オンライン注文の支援（スマートフォン教室・インターネット教室など）(n=27)

近隣住民との共同購入・分配支援(n=5)

その他(n=6)

無回答(n=190)
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問 9-2 今後利用したいと思うサービスに費用がかかる場合、１回当たりいくらまで

なら利用しますか。 

 

問 10 この一週間の食料品の買い物を想定し、あてはまるものを一つ選んでくださ

い。 

 

 

 

 

 

21.5%

40.3%

18.2%

5.5%

1.8%

12.7%

100円以内(n=279)

101円～300円(n=522)

301円～500円(n=236)

501円～1000円(n=71)

1,001円以上(n=23)

無回答(n=164)

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

72.8%

12.8%

4.6%

9.7%

18点以上(n=943)

17点以下(n=166)

無回答(n=60)

無効(n=126)

0% 20% 40% 60% 80%

①買い物自立度

52.7%

32.9%

4.6%

9.7%

14点以上(n=683)

13点以下(n=426)

無回答(n=60)

無効(n=126)

0% 20% 40% 60% 80%

③食料品入手の社会的動機

56.8%

28.8%

4.6%

9.7%

8点以上(n=736)

7点以下(n=373)

無回答(n=60)

無効(n=126)

0% 20% 40% 60% 80%

⑤食生活の経済的余裕

54.4%

31.3%

4.6%

9.7%

15点以上(n=704)

14点以下(n=405)

無回答(n=60)

無効(n=126)

0% 20% 40% 60% 80%

②買物しやすい環境

70.7%

15.0%

4.6%

9.7%

6点以上(n=915)

5点以下(n=194)

無回答(n=60)

無効(n=126)

0% 20% 40% 60% 80%

④食生活面のサポート
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問 11 現在のあなたのお気持ちについて、当てはまるのはどちらですか。（わからな

い場合、どちらに近いですか。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.5%

6.3%

9.0%

9.6%

8.8%

7.3%

6.8%

5.9%

5.5%

4.1%

4.0%

3.0%

2.5%

2.2%

1.6%

1.6%

1.2%

0.8%

3.6%

9.7%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0%

17(n=84)

16(n=82)

15(n=116)

14(n=124)

13(n=114)

12(n=94)

11(n=88)

10(n=76)

9(n=71)

8(n=53)

7(n=52)

6(n=39)

5(n=33)

4(n=29)

3(n=21)

2(n=21)

1(n=16)

0(n=10)

無回答(n=47)

無効(n=125)

はい いいえ

1 人生は年をとるにつれて、悪くなっていくと思いますか 0 1

2 去年と同じくらい元気ですか 1 0

3 さびしいと思うことがありますか 0 1

4 最近になって、ささいなことが気になるようになりましたか 0 1

5 家族や親戚や友人によく会いますか 1 0

6 年をとるにつれて役に立てなくなると思いますか 0 1

7 心配だったり気になったりして、眠れないことがありますか 0 1

8 年をとるということは、若い時に考えていたよりも良いことだと思いますか 1 0

9 生きていても仕方がないと思うことがよくありますか 0 1

10 若い時と同じように幸福ですか 1 0

11 悲しいことがたくさんありますか 0 1

12 心配なことがたくさんありますか 0 1

13 前より腹を立てることが多くなりましたか 0 1

14 生きることが大変なことだと思いますか 0 1

15 今の生活に満足していますか 1 0

16 物事を深刻に考えるほうですか 0 1

17 心配事があると、すぐにおろおろするほうですか 0 1

点数
質問問
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問 12 各質問について、当てはまると思う方はどちらですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39.5%
27.6%

26.3%
1.9%

4.8%

5点以上(n=511)
3～4点(n=358)
0～2点(n=340)
無回答(n=24)

無効(n=62)

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

はい いいえ

1 ほぼ同じ年齢の同性と比較して、健康に気をつけた食事を心がけていますか 0 1

2 野菜料理と主菜（肉か魚）を両方とも、毎日2回以上は食べていますか 0 1

3 「さきいか」「たくあん」くらいの固さの食品を、普通にかみ切れますか 0 1

4 お茶や汁物でむせることがありますか 1 0

5 1回30分以上の汗をかく運動を週2日以上、1年以上実施していますか 0 1

6 日常生活において歩行または同等の身体活動を1日1時間以上実施していますか 0 1

7 ほぼ同じ年齢の同性と比較して、歩く速度が速いと思いますか 0 1

8 昨年と比べて外出の回数が減っていますか 1 0

9 1日に1回以上は、誰かと一緒に食事をしていますか 0 1

10 自分が活気にあふれていると思いますか 0 1

11 何よりもまず、もの忘れが気になりますか 1 0

問 質問
点数
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単純集計結果まとめ 

                         ※単純集計は、無回答・無効を含む。 

・回答者の58.5%が自動車を「運転している」、「運転免許を返答した」は16.8%だった。 

・9割以上が買物に当たって「利用しているサービスはない」と回答した。 

・よく利用する食料品店までの主な移動手段は「自動車・バイク」が半数近くを占め、

次に多いのが「徒歩」「自転車」だった。 

・よく利用する食料品店まで、自宅から片道「5分以内」が16.8%、「10分以内」が39.2%

で、回答者の半数以上が「10分以内」だった。 

・食料品を購入する頻度は「週2～3日」が45.3%、「ほぼ毎日」が15.4%、「週4～5日」が

16.9%で、8割近くが週2回以上食料品を購入している。 

・普段の食事の準備を「自分でする」は67.1%、「自分でできるが、していない」が19.8%、

「自分ではできない」は9.0%であった。 

・コンビニやスーパーの宅配サービスを「利用している」のは7.9%で、64.6%が「知っ

ているが、利用していない」であった。利用しない理由は「品物を自分で確認できな

い」が最も多かった。 

・食料品以外も含め、インターネットを使って買物を「する」は31.6%、「できるがしな

い」が24.2%、「できない」が38.9%だった。「できるがしない」理由は「品物を自分で

確認できない」が最多であった。 

・あれば最も利用したいサービスは、「⑪クーポンやポイント制度による価格支援」が

最も多かった。 

・あれば利用したいサービスに費用がかかる場合の1回当たりの費用負担は、「101円～

300円」が40.3%、「100円以内」21.5%、「301円～500円」が18.2%だった。 

・包括的食料品アクセス指標の基準以下の回答者が多かったのは、③食料品入手の社会

的動機で32.9%、②買物しやすい環境で31.3%、反対に、基準以上の回答者が多かった

のは、①買い物自立度72.8%、④食生活面のサポートで70.7%だった。 

・モラールスケールは、回答者の合計得点の平均は11.24となり、日本全国を調査対象

とした平均値11.23(前田ら、1989)とほぼ同じであった。 

・イレブンチェック結果は、フレイルの可能性が高いとされる5点以上は39.5%、3～4点

が27.6%、0～2点が26.3%だった。 
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参考資料 3 日常生活圏域地図 

 

 

 

出所 草津あんしんいきいきプラン第 9期計画 
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参考資料 4 買い物便利帳 

 

出所 飯坂真司研究室発行「買い物便利帳」より抜粋 
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参考資料 5 令和 6年度草津市のまちづくりについての市民意識調査票 
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